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三菱原子燃料株式会社の加工施設に対する原子力規制検査の結果を 

踏まえた通知 

 

令和４年５月 18 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、原子力規制検査において確認された、三菱原子燃料株式会社の加工施

設における「分析装置等に関する原子力規制検査に対する不適切な対応等」の事案

に対する評価結果について報告するとともに、被規制者に対する通知及び今後の原

子力規制庁の対応方針に係る了承について諮るものである。 

 

２．事案の概要 

三菱原子燃料株式会社（以下「ＭＮＦ」という。）は、認可を受けた設計及び工

事の計画において「変更なし」としていた加工施設の分析装置等に対し、設備の更

新又は一部変更工事を実施していたものがあったにもかかわらず、使用前事業者検

査では既設扱いとして検査をしていた。また、原子力規制検査において、原子力規

制庁の検査官が当該設備の変更工事の有無について質問したところ、変更工事は実

施していないとの事実と異なる説明を行った上、この説明内容に整合させるため工

事検査記録等の不適切な差し替えを行った。 

 

３．評価結果 

本事案については、令和４年４月２６日及び２７日に「重要度評価・規制措置会

合（SERP）」を実施し、以下のとおり重要度及び深刻度の評価を行った（詳細は別

紙１のとおり）。 

重要度：－ 

深刻度：SLⅣ（通知あり） 

 

４．通知の実施及び今後の対応方針 

本事案の深刻度に基づき、別紙２のとおり、ＭＮＦに対し通知を行うことについ

て了承いただきたい。 

また、今後、ＭＮＦは、設計及び工事の計画の変更に係る届出を行い、本事案に

係る再発防止対策の実施及び加工施設の使用前事業者検査を行うこととしている

ことから、こうしたＭＮＦの取組みに対して以下の方針で対応することについて了

承いただきたい。 

-1-

HASHIMOTO005_5p
テキストボックス
原子力規制委員会了承文書
（2022FY-10）
令和4年5月18日
（議題3資料3）




2 

 

 

・ＭＮＦの本事案に係る再発防止対策等の実施状況については、原子力規制検査

により引き続き監視を行う。 

・ＭＮＦの加工施設に係る使用前確認申請については、使用前事業者検査に対す

る使用前確認を引き続き厳格に行う。 

 

以 上 

-2-



 

1 
 

分析装置等に関する原子力規制検査に対する不適切な対応等に係る評価書 

件名 分析装置等に関する原子力規制検査に対する不適切な対応

等 

監視領域（小分類） 原子力施設安全－発生防止 

検査運用ガイド 

検査項目 

検査対象 

BM0010 使用前事業者検査に対する監督 

施設管理 

使用前事業者検査の実施状況 

重要度／深刻度 －／ＳＬⅣ（通知あり） 

概要  三菱原子燃料株式会社（以下「ＭＮＦ」という。）の加工施設

は、現在新規制基準へ対応するための工事及びこれに係る使

用前事業者検査を実施中である。 

 令和２年８月５日に認可した設計及び工事の計画の認可（以

下「設工認」という。）申請（第５次申請）において「変更なし」とし

ていた設備に対し、ＭＮＦは設備の更新又は一部変更工事を

実施していたものがあったが、使用前事業者検査では既設扱い

として検査をしていた。令和３年１２月、原子力検査官（以下

「検査官」という。）が、現場確認をした際、設工認では「変更な

し」としている分析装置の一部に対して変更工事を実施したので

はないかとの質問をしたところ、ＭＮＦは「当該設備に対する変更

工事は行っていない」との事実と異なる説明を行うとともに、関連

する工事検査記録及び契約関係書類の不適切な差し替えを

行った。これらの行為は、核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律（以下「炉規法」という。）第１６条の２第

５項に定められている設工認に係る変更手続を適正に行わず、

同法第１６条の３第２項に定められた使用前事業者検査を適

切に行っていないことから、法令要求に適合しておらず、これは合

理的に予測可能であり、予防措置を講ずることが可能であったこ

とから、パフォーマンス劣化に該当する。 

 ただし、本件の変更工事の内容は、燃料加工工程における製

品分析装置用の作業架台（机）の更新並びに床固定用のアン

カー及び机上の拘束金物の設置であり、耐震重要度分類第３

類（一般産業施設と同等の安全性が要求される施設）設備の

補強工事であることに加え、結果的に設備の耐震性能は向上

していることからも、原子力安全に影響を及ぼすものではなく、重

要度評価としての指摘事項には該当しないと判断する。 

一方、深刻度については、「原子力規制検査における規制措

置に関するガイド」に示される規制活動に影響を及ぼす行為及

び意図的な不正行為を含むため、深刻度は「ＳＬⅣ（通知あ

り）」と判断する。 

別紙 1 

-3-



 

2 
 

事象の説明 令和２年８月５日に認可した設工認申請（第５次申請）にお

いて、新規制基準に対する事業変更許可（平成２９年１１月）

以後に設備の変更工事を行っていないとして「変更なし」と記載

していた核燃料物質等の分析設備に対し、設工認の認可後

に、架台、固定金具等を更新又は追加する工事を実施してい

た。これらについてＭＮＦは工事を行った設備を既設の設備として

扱い、工事検査記録から当該変更工事の実績を削除して既

設設備に対する検査項目を計画し、使用前事業者検査を実

施した。 

令和３年１２月９、１０日、検査運用ガイド「使用前事業者

検査に対する監督」による原子力規制検査を実施した検査官

が、現場確認を行った際、分析設備の架台（机）を床に固定す

るための金具、ボルト、机上の固定金具等が新品に見えたことか

ら、設工認において「変更なし」と記載されているこれらの設備に

対して変更工事が実施されているか質問したところ、ＭＮＦは「事

業変更許可以前のままであり変更工事は実施していない」と事

実と異なる説明をした。さらに、１２月１４日に原子力規制検査

が予定されていたことから、その前日に、設工認の記載とつじつま

を合わせるために、検査官から質問を受けた設備等に係る工事

検査記録、発注仕様書等から当該変更工事を行ったことに関

係するものを差し替えた。その後、１２月２７、２８日に実施した原

子力規制検査において、検査官が当該設備の補強金具等が

現在の状況と異なる写真（令和元年５月に行われた他の工事

の記録に添付されていた現場写真）を発見し、これについて質問

したところ、事業者は当該設備の現状の補強金具等が、設工

認の認可以前とは変わっている事実を認め、いつ変更工事を実

施したか等について調査を行う、と回答した。 

令和４年１月１２日の原子力規制検査において、ＭＮＦは設

工認において「変更なし」と記載されている箇所に対して変更工

事を実施していたこと、原子力規制検査において検査官に対し

事実と異なる説明を行っていたこと、工事検査記録等の差し替

えを行ったことを認め、全体的な調査と根本原因を含めた原因

分析を行うと説明した。 

その後、本件と同様に設工認において「変更なし」としている設

備に対し変更工事を行っているような事案の有無について事業

者が調査した結果、設工認の記載見直し及びそれに伴う検査

のやり直しが必要な事案が６１件、使用前事業者検査の不備

又は未実施があり検査のやり直しが必要な事案が５７件確認さ

れた。 

また、令和４年２月１４日の原子力規制庁との面談において、
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調査の結果本件の不正行為には複数の部署が関与しており会

社幹部も追認していたことが確認されたことについて、ＭＮＦから

謝罪と反省の意思表明を記載した社長名の文書が示されるとと

もに、社外のメンバーを含む独立性が確認されたチームによる根

本原因分析の実施結果と、その結果を踏まえた再発防止対策

が示された。現在、事業者において再発防止対策に基づく是正

処置が実施されているところ。 

 

重要度評価等 ［パフォーマンス劣化］ 

本件は、炉規法第１６条の２第５項に定められた設工認に係

る手続きを適正に行わず、同法第１６条の３第２項に定められた

使用前事業者検査を適切に行っていないことから、法令要求に

適合しておらず、事業者はそれを認識していたため、合理的に予

測可能であり、予防措置を講ずることが可能であった。 

以上のことから、パフォーマンス劣化に該当する。 

 

［スクリーニング］ 

本件は燃料加工工程における製品分析装置（耐震重要度

分類第３類）について、設備の補強を目的として、作業架台

（机）、固定金具等を更新、追加施工する工事を法令上の手

続を適正に行わずに実施したものである。当該事案は、「原子

力施設安全－発生防止」の監視領域（小分類）の属性「外的

事象に対する防護」に関連付けられるが、結果的には、これら設

備の耐震性能を向上させる工事を実施したものであり、その目

的である「臨界、火災・爆発等による安全機能の喪失を生じさ

せる事象の発生を抑制すること」に悪影響を及ぼすものではな

い。 

また、当該分析装置が設置されているのは第１種管理区域

内であり、分析に使用される微量の放射性物質が装置外に拡

散したとしても、管理区域内に閉じ込めることができ、安全実績

指標（放射線安全）のしきい値を超える原因となるものでもない。 

以上のことから、検査指摘事項には該当しない。 

 

規制措置 ［深刻度評価］ 

「原子力規制検査における規制措置に関するガイド」（以下

「ガイド」という。）に基づき、深刻度の評価において考慮する「ａ．

原子力安全への実質的な影響」、「ｂ．原子力規制委員会の

規制活動に対する影響」、「ｃ．意図的な不正行為」の視点につ

いて評価を行った結果、原子力安全への実質的な影響はない
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ものの、規制活動に対する影響及び意図的な不正行為に該当

しており、次のとおり評価した。 

 ・ｂ．規制活動に対する影響 

検査官に対して事実と異なる説明を繰り返し行っており、こ

れはガイドに例示されている「原子力規制検査の実施に必要

な正確な情報を提供しないこと」に該当することから、当委員

会の規制活動に影響を与えている。 

 ・ｃ．意図的な不正行為 

本件においては、変更工事実施の実績を削除する工事検

査記録の差し替え、契約関係書類の書き換え、検査官への

事実と異なる説明が行われていたことから、ガイドに例示され

ている「情報の隠ぺい、記録の改ざん、虚偽報告などの意図

的な不正行為」に該当する行為が組織的に行われた。 

 

以上により、本事案の重要度に対応した深刻度は軽微であ

るが、ガイド 3.2(2)の記載のうち、(1)ｂ．及びｃ．の視点での評価

によるレベル変更を適用し、「ＳＬⅣ」と評価する。 

また、意図的な不正行為が含まれるため、ガイド 3.3(3)の「ＳＬ

Ⅳ（通知あり）」を適用する。 
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番     号 
年  月  日 

 
三菱原子燃料株式会社 
代表取締役社長 大和矢 秀成 宛て 

 
原子力規制庁 
原子力規制部検査グループ 
安全規制管理官（専門検査担当） 

 杉本 孝信 
 
 

分析装置等に関する原子力規制検査に対する不適切な対応等に係る

評価結果の通知 
 
 
標記の事案について、認可を受けた設計及び工事の計画の内容と実際の設備

の状態との不整合に関し、原子力規制検査において事実と異なる説明を行った

上、この説明内容に整合させるため工事検査記録等の不適切な差し替えを行っ

たことは、意図的な不正行為であり、原子力規制委員会の規制活動に影響を及ぼ

すものであることから、別紙のとおり深刻度を SLⅣ（通知あり）と判定し、こ

れを貴社に通知する。 

本事案については、原子力規制検査を通じて、再発防止対策の実施状況を確認

していく。 
 

以 上 
 
 
別紙：「分析装置等に関する原子力規制検査に対する不適切な対応等に係る評価

書」（施行時、別紙は本資料別紙１を添付する。） 

別紙 2 
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